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行政や医療，商業等の生活･都市機能を有する拠点には，日常的に利用する拠点から高度なサービスが

受けられる拠点まで様々な階層が存在する．これら拠点間を連絡する道路ネットワークを計画する場合，

下位から上位の拠点に向かうほど，また上位の拠点間連絡ほど，速達性の高い道路とする階層型の道路ネ

ットワークとすることが一般的である．しかし，｢なぜ，道路ネットワークを階層型にするのか？｣という

点については，十分に議論･整理されていない．本研究では，各種サービスを享受するために各拠点にア

クセスする｢依存トリップ｣と，居住地等の個別施設間を移動する｢基礎トリップ｣に着目することで，異な

る階層や同一階層など各拠点間を連絡することの必要性と，拠点階層に応じて連絡する道路の階層化を行

うことの妥当性について明示した． 
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1. はじめに 

 

日常生活や社会活動を営むうえで，生活・都市機能が

集積する拠点と拠点とを効率的に連絡することは不可欠

であり，これら拠点をもれなく連絡するよう道路ネット

ワークは計画され，構築されている．この際，一般的に

役場やスーパー，診療所など生活の中心として人々が日

常的に利用する生活拠点を連絡する道路よりも，県庁や

百貨店，第三次救急医療施設などが存在する比較的高次

な拠点を連絡する道路の方が，サービス圏が大きく遠方

からのアクセスを要する場合が多いため，高い速達性を

有することが望ましいとされている．たとえば，｢新た

な広域道路ネットワークに関する検討会 中間とりまと

め｣では，人やモノの流れが経済をまわし，その流れの

速達性を確保することでより経済効率が上がるため，主

要な都市間の速達性を確保することが重要とされている
1)． 

図-1 は，｢機能階層型道路ネットワーク計画のための

ガイドライン(案) 2) [以下，ガイドライン(案)とする]｣にて

示されている拠点間連絡と連絡レベルの概念図である．

レベルⅠ～Ⅴは拠点間の連絡レベルを示しており，レベ

ルⅠになるにしたがい移動機能の高い，すなわち速達性

の高い道路が相応しいとされている．この概念図からも

わかるように，拠点間を連絡する道路ネットワークを計

図-1 拠点間連絡と連絡レベル 2) 
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画・構築する際には，下位から上位の拠点に向かうほど，

また，同一拠点階層間の場合には上位の拠点間連絡ほど，

速達性の高い道路で連絡する階層型の道路ネットワーク

とすることが一般的とされている． 

しかしながら，人やモノの流れを効率的にするために，

｢なぜ，道路ネットワークを階層型に構築することが望

ましいのか？｣という点については，これまで十分に議

論・整理されているとは言い難い． 

そこで，本研究では，各種サービスを享受するために

各拠点施設にアクセスする｢依存トリップ｣と，居住地等

の個別施設間を移動する｢基礎トリップ｣の 2種類のトリ

ップに着目することで，異なる階層や同一階層といった

拠点間を連絡することの必要性と，拠点階層に応じて連

絡する道路の階層化を行うことの妥当性について改めて

考察・整理することを目的とする．  

以下，第 2 章ではガイドライン(案)をもとにこれまで

の拠点間連絡とその連絡レベルの考え方について整理し

たうえで本研究の位置づけを明示する．次いで，第 3章

では本研究で着目する 2種類のトリップについて概説し，

既存調査をもとに移動の実態について概観する．そして，

第 4章では 2種類のトリップにより拠点間を連絡する道

路を階層化することの必要性および妥当性について考

察・再整理し，最後に第 5章でとりまとめを行う． 

 

 

2. 本研究の問題意識と位置づけ 

 

生活･都市機能が集積する拠点は，有する施設の規模

や種類，役割等に応じて複数の階層が存在する．たとえ

ば，Christaller3)は，財やサービスを供給する機能が集積

する地点を中心地(拠点)とし，高次な財ほど財の到達範

囲が広くなり拠点機能に階層性が認められるとしている． 

ガイドライン(案)においても，表-1 のように有する施設

(拠点施設)のレベルに応じた拠点階層の考え方が整理さ

れ，また，拠点階層間の関係性についても図-2 のよう

に示されている．なお，ここで｢拠点施設｣とは，駅や病

表-1 拠点階層と有する施設･領域 2) 

拠点階層 

拠点施設 Facility 拠点領域 Area 拠点階層の具体例 

略称 
具体例* 

(機能と対応) 
略称 

目安と 

なる範囲 
 

三大都市圏内 

の場合 

大 

都市 

拠点 

三大都市圏 

MEF 

のぞみ停車駅,国際空港， 

国行政機関(整備局等)， 

国際展示場， 

本社・支社(上場企業)など 

MEA 

第二環状 

道路内部 
東京, 名古屋, 大阪 － 

ブロック 

中心都市 
都市域 

仙台, 新潟,  

広島,福岡など 
－ 

高次 

都市 

拠点 

完結型 

UUF 

ひかり停車駅，地方空港， 

県庁/政令指定市役所， 

第三次医療施設， 

国公立大学, 百貨店， 

支店(上場企業)など 

UUA 
市街化 

地域 

秋田, 千葉,  

浜松, 京都,  

神戸, 岡山など 

新宿, 品川, 栄, 梅田, 

難波など 

相互補完型 

花巻+奥州+一関, 

 松江+米子, 

三島＋沼津など 

－ 

生活拠点 LUF 

快速停車駅, 市・区役所, 

一般病院，高等学校， 

営業所(上場企業), 

大型SC(都市部，地方部(郊外部))など 

LUA 

中心市街地 

商業 

集積地区 

伊豆, 下田, 

一宮, 多治見 

バイパス沿線地区，

など 

中野, 高円寺, 金山, 

千里など 

小さな拠点 

(地区・住区) 
SMF 

駅，バスターミナル，旧役場庁舎, 診療所, 

小中学校，スーパーマーケット，JAなど 
SMA 学区 

旧町村, 

学区など 
学区など 

集落・街区 CMF 集会所，自治会 CMA 集落・街区 X丁目など X丁目など 

*上位の拠点は，それより下位の拠点で提供される機能(施設)を包含することを前提とする． 

 

集落・街区 

小さな拠点 

生活拠点 

都市拠点 

市・区役所，一般病院，大型SC，等 

集会所・自治会，コンビニ，等 

旧役場庁舎，診療所，スーパーマーケット，等 

県庁・政令市役所，第三次救急施設，百貨店，等  ●●市 

…区 …区 

住区・地区 住区・地区 

 

住区・地区 

 

住区・地区 

 

▲▲市 

依存 

●●都市圏 

住区・地区 

図-2 拠点間連絡と連絡レベル 2) 

第 66 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 3 

院，商業施設など不特定多数の人に対してサービスを提

供する施設とする．これによると，拠点階層が高くなる

ほど，のぞみ停車駅(交通)や第三次医療施設(医療)，百

貨店(商業)のような高次のサービスを提供する拠点施設

を有するようになる．これは，サービスのレベルが高く

なるほど利用する頻度が低くなり，施設の数自体が少な

くなる結果，高い拠点階層にしか存在しなくなるためで

ある．その結果，カバーする圏域(Christaller3)のいう到達

範囲)が大きくなる．つまり，日常的でない高次のサー

ビスを享受するためには，上位の拠点階層への移動が必

要となる．ガイドライン(案)ではこの関係性を｢依存｣と

呼び，下位と上位の異なる拠点階層間を連絡する理由と

している．一方，同一の拠点階層間の連絡については，

周辺に存在する拠点間で異なる拠点施設を互いに共用す

るいわゆる｢補完・連携｣関係によりその必要性を述べて

いる．確かに，我が国の厳しい財政状況を鑑みると，今

後は 1つの拠点であらゆる拠点施設を有するフルセット

主義の拠点形成は現実的ではなく，隣接する拠点間で相

互補完し，連携しあえる拠点形成が重要となる．しかし，

たとえば，東京や名古屋，大阪などのようにほぼ全ての

拠点施設を有しているような拠点間を連絡する場合，ガ

イドライン(案)で示されている記述のみでは，その必要

性を十分説明することは難しい．[問題認識Ⅰ：なぜ同

一拠点階層間の連絡が必要なのか？] 

また，ガイドライン(案)では，拠点間を連絡する道路

に求められる速達性について｢一般に，拠点間の連絡レ

ベルが高いほど拠点規模が大きく距離も長いため，より

高い移動機能が要求される｣とされている．ただ地域に

よっては，拠点間の連絡レベルが低いにも関わらず，連

絡距離が長くなる場合もあり，その際の考え方・解釈に

ついても改めて整理しておくことが必要と考える．[問

題認識Ⅱ：なぜ上位の拠点間連絡ほど速達性が高い必要

があるのか？] 

以上より，本研究では，これまでのガイドライン(案)

の考え方を参考にしつつ，特に同一拠点階層間の連絡

(水平連絡)に着目し，連絡そのものの必要性や上位の拠

点間連絡ほど速達性の高い道路とすることの妥当性につ

いて考察・整理を行う．なお，ここでは，市町村間連絡

以上(表-1 の生活拠点(LUA)以上)の拠点間連絡を対象と

する． 

 

 

3. 本研究の着目トリップと実態分析 

 

(1) 本研究で着目するトリップ 

2.で述べたように，これまで拠点間を連絡することの

必要性は，サービスを提供する拠点施設への移動(トリ

ップ)に着目することによって整理されてきた．ここで

は，仮にこれを｢依存トリップ｣と呼ぶ． 

一方，日常生活や社会活動においては，たとえば知人

宅への訪問のように，不特定多数の人に対してサービス

を提供する施設ではなく特定の人しか利用しない，いわ

ゆる個別施設への移動も多数存在する．ここでは，これ

を｢基礎トリップ｣と呼ぶ． 

本研究では，この 2種類のトリップに着目することで，

拠点間連絡の必要性，また階層化の妥当性について考察

する． 

a) 依存トリップ 

医療や教育，買い物など日常生活や社会活動を営むた

めに必要となるサービスを提供する拠点施設への移動

(トリップ)． 

b) 基礎トリップ 

知人宅や工場といった特定の人しか利用しない個別施

設等を目的地とするトリップ． 

 

(2) 実態分析の必要性 

これまで本研究で着目するトリップの視点から移動の

実態を把握・分析した事例はない．これら 2種類のトリ

ップが人やモノの流れを説明するうえで無視できない存

在であるか否かを確認するため，本研究では既存調査結

果を活用しデータ分析を実施した． 

図-3 加古川市･高砂市および周辺地域の位置関係 

表-2 加古川市･高砂市 発生トリップの目的地 

順
位 

業務目的 自由目的 

目的地 
ﾄﾘｯﾌ゚
数 

割合* 目的地 
ﾄﾘｯﾌ゚
数 

割合* 

1 神戸市(UUA) 4,693 29.5% 明石市 8,342 30.5% 

2 明石市 2,359 14.8% 神戸市(UUA) 5,897 21.5% 

3 大阪市(MEA) 1,470 9.2% 三木市･小野市 2,050 7.5% 

4 三木市･小野市 1,014 6.4% 大阪市(MEA) 893 3.3% 

5 西脇市他 336 2.1% 西脇市他 380 1.4% 

6 西宮市･芦屋市 219 1.4% 尼崎市 355 1.3% 

7 尼崎市 195 1.2% 西宮市･芦屋市 326 1.2% 

8 草津市･守山市他 67 0.4% 伊丹市･宝塚市 153 0.6% 

9 枚方市･交野市 60 0.4% 三田市 117 0.4% 

10 甲西町他 57 0.4% 京都市 116 0.4% 

－ 域外 5,194 32.7% 域外 8,102 29.6% 

 計 15,902 － 計 27,380 － 

 

加古川市

神戸市

明石市

小野市

大阪市

尼崎市

西脇市

西宮市

伊丹市

三田市

三木市

芦屋市

宝塚市

高砂市
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(3) データ分析 

ここでは，第 5回近畿圏 PT調査(H22年)により兵庫県

加古川･高砂市の人の流動を分析した．なお，表-1 の拠

点階層をあてはめると，加古川･高砂市は生活拠点

(LUA)に該当する．また，周辺には，神戸市[高次都市拠

点(UUA)]や，大阪市[大都市拠点(MEA)]といった，より

上位の階層に位置づけられる拠点が存在している(図-3)． 

表-2 は，加古川･高砂市から発生した業務目的，自由

目的の内外トリップの目的地(着地)を整理したものであ

る．本研究では，生活拠点以上を連絡する道路を対象と

することから，徒歩や自転車，バスといった比較的距離

の短い移動は分析対象から除いた．一方，近畿圏では鉄

道ネットワークが充実しており，各拠点への移動に鉄道

を利用することも考えられる．そのため，自動車に加え

鉄道による移動も分析の対象に加えた． 

これをみると，加古川市･高砂市よりも上位の拠点で

ある神戸市や大阪市に向かうトリップが 2～4 割程度存

在することがわかる．一方，隣接する明石市や三木市･

小野市をはじめ加古川市･高砂市と同一階層の拠点への

移動も一定数以上存在していることが確認できる． 

 

(4) 考察 

上位拠点である神戸市や大阪市に向かうトリップには，

その全てではないもののより高次のサービス等を享受す

るための上位の拠点施設への移動，すなわち｢依存トリ

ップ｣が含まれていると考えられる．一方，隣接する同

一階層の拠点への移動は，加古川市･高砂市で提供され

ていないサービスを享受するための｢依存トリップ｣だけ

でなく，知人宅への訪問であったり工場間の中間財の輸

送といった個別施設への移動，いわゆる｢基礎トリップ｣

が含まれていると考えることが自然である．この結果か

ら，人の流動には｢依存トリップ｣のほかにも｢基礎トリ

ップ｣が一定数以上存在することが推察できる．また，

これら 2種類のトリップを組合わせることで，人の流れ

を適切に説明することが可能になると考えられる． 

 

 

4. 拠点間連絡道路の階層化に関する考察 

 

(1) 考察条件･アプローチ 

地形条件にもよるものの基本的に道路ネットワークは，

隣接する拠点間がもれなく連絡するよう計画・構築され

ている．ここでは簡単のため，拠点階層に関係なく隣接

する拠点間は，速達性は低いが自動車が通行できる道路

で必ず連絡されているものとする．そのうえで，本研究

で着目する 2種類のトリップを効率的に移動させるため

に必要な道路ネットワーク上の改良ポイントを考察し，

拠点間を連絡するための理想的な道路ネットワークの姿

を整理することで，階層化の必要性・妥当性を明示する

ものとする． 

図-4 は，都市圏の中心に上位拠点があり，その周辺

に複数の中位拠点が存在するような一般的な都市圏のイ

メージを模式図にしたものである． 

 

(2) 依存トリップを対象とした道路ネットワーク 

一般に，より高次のサービスを提供する拠点施設は，

それより低次のサービスを提供する拠点施設では賄いき

れないサービスを提供する．しかし一方で，1 人あたり

の提供頻度は低次のサービスよりも低く，サービスを効

率的に提供するためには多くの利用者を集めることが必

要となる．その結果，上位の拠点ほど，サービス圏域・

エリアが大きくなり，必然的に遠方の個別施設からの移

動距離が長くなる．他方，人々にサービスを提供するた

めには，一定の所要時間で圏域・エリア内の個別施設と

拠点施設を有する拠点とを連絡することが必要となる．

図-4  検討対象イメージ 

図-5 個別施設から拠点までの目標旅行時間の概念図 5) 
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たとえば，片道の通院にかけることができる最大時間を

みると，｢日常的にかかる診療所｣では 8 割強の方が 30

分未満と回答しているが，｢手術・検査などを受ける大

きな病院｣では，30 分未満の割合が｢日常的にかかる診

療所｣の半分の 4 割程度に減る一方で，30 分～1 時間以

内の割合が 4割程度まで増加する 4)．このように同じサ

ービスであっても提供されるサービスのレベルに応じて，

人々が許容できる所要時間は変化する．後藤ら 5)は，本

来は人々の行動パターンや生活圏を考慮し拠点階層ごと

の主たる移動目的に合致するよう配慮すべきとしつつ，

個別施設から拠点までの目標旅行時間を図-5 のような

概念図で示している．つまり，より高次のサービスを提

供する観点から下位と上位の拠点間を物理的に繋ぐこと

は当然のこと，如何に人々が許容できる所要時間で連絡

できるかが重要なポイントになる．その結果，移動距離

が長い上位の拠点への移動になるにしたがい，速達性の

高い道路が求められるようになる．これはガイドライン

(案)で述べられている趣旨とも合致する．なお，各個別

施設と上位の拠点とを直接速達性の高い道路で連絡する

ことが理想ではあるが，道路整備に関わる費用が膨大と

なり現実的ではない．少ない費用にて許容可能な所要時

間で個別施設と拠点とを連絡するためには，トリップを

一旦集約したうえで，集約の程度が高い道路区間の速達

性を高くすることが効率的と考えられる．根城ら 6)は，

高速道路と一般道路が並走する線状の仮想道路ネットワ

ークにおいて，最短時間経路に基づく各区間の交通量を

確認し，一般道路よりも速達性の高い幹線道路の方が多

くなることを明らかにしている．このことは速達性の高

い道路整備が効率的であることを示している．すなわち，

自宅等の個別施設から下位の拠点(拠点 a)までよりも，

トリップが集約される下位(拠点 a)から上位(拠点 A)の拠

点までの道路の速達性を高くする方が，道路ネットワー

クを整備するうえで効率的であり，その結果，上位の拠

点に向かうほど速達性の高い道路が必要となるのである．

図-6上図からもわかるように｢依存トリップ｣に着目する

ことで，より上位の拠点に向かう放射方向の道路の速達

性が高くなることが確認できる．しかし一方で，｢依存

トリップ｣では拠点 a ↔ 拠点 b ↔ 拠点 cといった隣接す

る同一拠点階層間の連絡である環状方向の道路の速達性

向上については説明が難しく，その結果，上位の拠点に

向かういわゆるツリー状の道路ネットワークしか整備で

きないこととなる．  

 

(3) 基礎トリップを対象とした道路ネットワーク 

｢依存トリップ｣が拠点施設が集積する拠点へのアクセ

スという着地が限られた連絡であるのに対し，｢基礎ト

リップ｣はあらゆる個別施設(着地)への連絡を想定しな

ければならない．これら全ての発着地間を速達性の高い

道路で連絡することは不可能である．一方で，速達性の

低い道路のみで連絡しておくことは日常生活や社会活動

を営むうえで極めて非効率である．ここで，(2)で整理

した｢依存トリップ｣を対象としたツリー状の放射方向の

図-6  依存トリップを対象とした道路ネットワークイメージ 
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道路ネットワークが構築されることを前提にすると，各

拠点には個別施設からのトリップが集約されることにな

る．この拠点へのトリップ集約に着目し，下位から上位

拠点への連絡同様に隣接する同一階層の拠点間も速達性

の高い道路で連絡すれば，個別施設間の全体的な移動効

率を向上させることが可能となる．このとき，上位の拠

点ほどサービス圏域が広く，集約されるトリップ量が多

い．また隣接する同一階層の拠点間距離も長い．そのた

め，上位の拠点間連絡ほど，速達性の高い道路で連絡す

るようにすれば，移動の効率性は更に向上すると期待さ

れる． 

以上より，｢基礎トリップ｣全体の移動効率を向上させ

るためには，隣接する同一階層の拠点間を連絡すること

は必要であり，拠点間の連絡距離が一般的に長い上位の

拠点間連絡ほど速達性を高くすることが妥当といえる．

また，都市拠点等の周辺にある生活拠点を計画的に連絡

すれば，環状道路が形成されることとなり，｢周辺地域

間のスムーズな移動｣や｢災害時等における迂回路の確

保｣といった機能も有することになる．  

 

 

5. おわりに 

 

本稿では，これまで十分議論・整理されていなかった

拠点間を階層型道路ネットワークに連絡することの必要

性・妥当性について，｢依存トリップ｣と｢基礎トリップ｣

の 2種類のトリップを用い，移動の効率性の観点から考

察した． 

まず，｢依存トリップ｣に着目することで，集約される

トリップが多く，かつ移動距離も長い上位拠点への連絡

道路(アクセス道路)ほど，速達性を高くすることが有効

であり，その結果，都心と郊外とを連絡するいわゆる放

射方向の道路ネットワークの必要性を整理した．また，

この放射方向の道路ネットワークを前提とし，｢基礎ト

リップ｣の全体的な移動効率の向上の観点から，隣接す

る同一拠点階層間を速達性の高い道路で連絡することの

必要性，更には利用するトリップ量や連絡距離の観点か

ら，上位の拠点間連絡ほど速達性が高い道路で整備する

ことの妥当性を示した． 

ただ一方で，下位と比較し上位の拠点間連絡ほど速達

性を高くすべきという相対的な比較に留まっている．そ

のため，今後は各拠点階層間の道路で有すべき交通性能

(担保すべき旅行速度)についても検討を進めていく予定

である． 
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